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ABM 人工経済を用いた、マクロ経済挙動に及ぼす 

公共支出、税率、及び経済主体の貯蓄性向解析 

高島幸成(千葉工業大学大学院), 荻林成章(千葉工業大学) 

１．背景 

著者らは消費者、生産者、銀行、及び政府で構成される単純なエージェントベースモデ

ル（ABM）による人工経済モデルを構築しモデルによって法人税減税による GDP 増加を

再現するためには、政府支出の非効率性、経営者報酬の存在、及び設備投資に対する自己

資金利用の仮定が必須であることを明らかにした [1]。しかしながら、その理由については

必ずしも明確とはなっていない。本研究では上記モデルにおける減税による GDP 増加現象

を統計的に確認するための追加シミュレーション行うと共に、森島の経済連関表[2]を拡張

した改良版経済連関表を作成し、それに基づき減税乗数を表す式を導出しシミュレーショ

ンの結果と比較し、上記メカニズムについて考察した。 

２．シミュレーションモデル 

本研究におけるモデルは消費者、生産者、銀行、政府の各異質意思決定主体エージェント

で構成される。表 1 にエージェントとエージェントの行動ルールについての概要を示す。

また各エージェント数は消費者 150、リテイラー30、原料生産者 6、設備製造者、銀行及び

政府は 1 で構成される。各エージェントは 1 期を 1 か月と想定した期単位で、図 1 に示す 7

つのシーケンスステップに従って行動し相互作用する。 

表 1．エージェントとエージェントの行動概要 

 

 

図 1 シーケンスステップ 
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3．シミュレーション結果 

所得税減税による GDP 増加率は、政府支出の効率度が低いほど、また消費者預金引出率

（限界消費性向の尺度）が高いほど大となる(図 2)。また、法人税減税による GDP 増加率

は政府の効率度が低く、経営者報酬率(企業の限界消費性向の尺度)が高いほど大となる(図

3)。ここで、GDP 増加率は税率が 30%から 10%に低下した際の GDP 増加率であり、各プ

ロットは当該条件のシミュレーションの乱数初期値を 10 パターン変更して実行した際の

GDP 増加率の最大値、最小値、第 1 四分位、第 3 四分位を示している。 

また、法人税率が低いほど設備投資回数の総数が増加していることが確認された。これ

は、設備投資に対する自己資金利用ルールでは、減税による自己資金量の増加が設備投資

の増加をもたらすためである。 

 

図 2 所得税減税によるGDP増加率に及ぼす政府

支出の効率度及び消費者預金引出率の影響 

図 3 法人税減税によるGDP増加率に及ぼす政府

支出の効率度及び経営者報酬率の影響 

4．考察 

著者の先行研究において政府支出の非効率性、役員報酬および投資のための内部資金利用

が法人税減税によるGDP増加をモデルによって再現するための必須要因であることを示し

たが[1]、本解析によってこのことが統計的にも確認され且つ所得税減税に及ぼす消費者限

界消費性向の影響が明らかとなった。そこでこれらの要因が減税乗数に影響を与える理由

について検討するため、森島の経済連関表における法人税を支払うアントレプレナーを所

得税を支払う経営者に変更し、さらに法人税を支払う企業マネジメントセクターを追加し

た改良経済連関表(表 2)を作成し、減税乗数式の導出を試みた。さらに、政府支出の非効率

性を考慮するために、政府支出総額 G を財の購買(1-η)G と企業の利益を増加させる企業補

助ηG に分割した。この時、ηは政府支出の非効率度を示す。 
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表 2 拡張型経済連関表 

 

今、政府支出は消費財購入と企業への補助金で構成され、財政均衡条件での所得税減税に

よる GDP 増加率(減税乗数)を導出すると所得税減税の乗数式として(1)式が得られた。ここ

で、cweは平均限界消費性向、ΔG は減税の総額である。 

輸入品の比率資本財の価格における輸入品の比率消費財の価格における :)*(:)*(

)1()1(

))1(()(,/)})1(()({

)1()1)(1(,)1)(1()1(

)(
'1

1
)1(

5225251151

2221112221112211

3111311

3

1

1

apprappr

XpXpXpXpXpXpY

ttWtGGttcWtcc

ttcbpcmttcpwatcb

bc
bG

Y

mewmeewwwe

meemeeww

we



























(8) 

式(1)において、b3は政府支出の非効率度に応じて 0～1 の値を取り政府の限界消費性向を示

す。また、cw は労働者と経営者の平均限界消費性向である。したがって、式(1)は所得税減

税の乗数が消費者の平均限界消費性向と政府の限界消費性向(政府支出の効率度）の差によ

って定まることを示している。式(1)に代表的な値を仮定して所得税減税の乗数を計算した

結果、図 2 の結果と同様、所得税減税の乗数は政府支出の効率度が低いほど、また限界消

費性向が大であるほど大となる結果が得られた(図 4)。 

 同様に法人税減税による乗数式は(2)式で表せることが分かった。(2)式において、βは政

府からの補助金から設備投資に用いられる割合を表す。また、b4 は企業利益に占める経営

者の報酬支出割合を表す。 

経営者報酬率

用率減税による設備投資利企業の投資乗数
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(11) 

従ってβ及び b4 を含む項の合計は法人税減税による民間消費支出の割合を示している。し

たがって、式(2)は法人税減税の乗数が民間消費支出の効率度と政府支出の効率度の差によ



- 80 - 

 

って表されることを示している。式(2)に代表的な値を仮定して法人税減税の乗数を計算し

た結果、図 3 の結果と同様に乗数は経営者報酬率が大であるほど、また政府支出の効率度

が小さいほど増加する傾向を示した(図 5)。 

 

図 4 所得税減税乗数に及ぼす政府支出の効率性

と限界消費性向の影響 

図5 法人税減税乗数に及ぼす政府支出の効率性、

経営者報酬率、及び投資消費率の影響 

 

5．結論 

減税による GDP 増加率に及ぼす影響因子及びそのメカニズムについて、ABM、及び経済

連関表に基づく減税乗数式導出の両面から解析し、以下のことが明らかとなった。 

1）ABM を用いた解析において、法人税減税による GDP 増加現象は政府支出の非効率性、

経営者報酬の存在、投資に対する自己資金利用の仮定がモデル要件として必須であり、こ

の条件の下で所得税減税乗数は政府支出の非効率性及び消費者消費性向が大ほど大となり、

法人税減税乗数は政府支出の非効率性及び経営者報酬率が大となること、及び税率が低い

ほど設備投資が増加していることが分かった。 

2）改良経済連関表によって減税乗数式を導出した結果、所得税、法人税の各減税乗数に及

ぼす諸要因の影響は ABM の結果と同一傾向を示した。また、均衡財政条件の下での減税乗

数は、民間消費支出（所得税減税の場合は労働者及び経営者の民間支出の、また法人税減

税の場合は経営者及び企業投資の支出割合）の効率性と、政府支出の効率性（市場価格に

基づく支出割合）の差によって表されることが分かった。このことは、実際の経済システ

ムにおいて減税がGDPを増加させる傾向がある場合には政府消費より民間消費の方が効率

的であること、即ち小さな政府を指向すべきであることを示している。 
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